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平成２４年度（2012年度）県税決算の概要

県税収入総額は、１，３５２億３，８８０万円

（対前年度 △約１７億円 △１．２％）
【特徴】

税制改正の影響により個人県民税が増収となったものの、平成２３年夏頃か

らの急激な円高等の影響により法人二税が減収となったことにより、総額で

前年度（1,369億 2,511万円）を１６億８,６３１万円下回った。

１．概要

○個人県民税 約４９９億円（対前年度 ＋２８億円 ＋５．９％）

年少扶養控除の廃止等の税制改正の影響により前年度を上回った。

○法人二税 約３１７億円（対前年度 △４１億円 △１１．４％）
平成２３年夏頃からの急激な円高やタイ国における洪水被害等の影響により前年

度を下回った。

○その他諸税 約５３６億円（対前年度 △４億円 △０．８％）
地方消費税、軽油引取税の減収等により前年度を下回った。

収入未済額の状況

平成２４年度 平成２３年度 対前年度

収入未済額 ４５億３８百万円 ４７億５１百万円 △２１３百万円

現年度課税分 ９８．９％ ９８．８％ ＋０．１ Ｐ

滞納繰越分 ２７．３％ ２７．８％ △０．５ Ｐ

徴収率

計 ９６．５％ ９６．４％ ＋０．１ Ｐ

◎実質的な収入未済額（※法により認められた徴収猶予分を除いた額）

平成２４年度 平成２３年度 対前年度

実質的な収入未済額 ３７億７５百万円 ４０億１１百万円 △２３６百万円



県税決算額の税目別内訳

個人県民税
498億8,060万円

（36.9%）

法人二税
316億7,171万円

（23.4%）

軽油引取税
118億2,116万円

（8.7%） 自動車税
185億4,412万円

（13.7%）

地方消費税
111億4,640万円

（8.3%）

個人事業税
12億2,745万円

（0.9%）

県民税利子割
9億5,168万円

（0.7%）

ゴルフ場利用税
12億7,031万円

（0.9%）

自動車取得税
24億5,720万円

（1.8%）県たばこ税
29億6,675万円

(2.2%）

不動産取得税
32億2,777万円

（2.4%）

総額
1,352億

3,880万円
（100％）

その他の税
7,365万円
（0.1%）
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・平成19年度は所得税から住民税への税源移譲が行われ、個人県民税の収入額が概ね倍増した。

・平成21年度は世界同時不況により企業業績が大幅に悪化したことに加えて、地方法人特別税の導入

（H20.10月～）により法人二税の収入額が大幅に減少した。



２．税目別の決算状況

（１）個人県民税 ４９８億８，０６０万円（＋２７億９，６０２万円 ＋５．９％）

年少扶養控除の廃止等の税制改正の影響により増収となった。

（２）法人二税 ３１６億７，１７１万円（△４０億６，８３１万円 △１１．４％）

○法人県民税 ７６億１，２４９万円（△１５億１，５８６万円 △１６．６％）

○法人事業税 ２４０億５，９２２万円（△２５億５，２４５万円 △９．６％）

平成２３年夏頃からの急激な円高やタイ国における洪水被害等の影響により減収と

なった。

【業種別の調定状況】

◇製 造 業 製造業全体では対前年度１６．６％の減となった。

輸送用機械器具製造業で増となった。一方、窯業・土石製品製造業、情

報通信機械製造業は減となった。

◇非製造業 非製造業全体では対前年度４．０％の減となった。

情報通信業・運輸業で増となった。一方、銀行業、電気・ガス・水道業

は減となった。

（３）自動車税 １８５億４，４１２万円（△１億 ３５７万円 △０．６％）

普通自動車から軽自動車への乗り換えが進んだことにより減収となった。

（４）軽油引取税 １１８億２，１１６万円（△２億８，２３８万円 △２．３％）

軽油の需要の減少により減収となった。

（５）地方消費税 １１１億４，６４０万円（△２億１，００８万円 △１．８％）

県内本店企業の国内取引額の減少により減収となった。

【参考】清算後の地方消費税 232億1,075万円（△2億9,667万円 △1.3％）

（６）不動産取得税 ３２億２，７７７万円（△８，４３０万円 △２．５％）

建物の新築取得分の減少により減収となった。

（７）県たばこ税 ２９億６，６７５万円（△４，０４１万円 △１．３％）

喫煙者率が低下傾向にあり、売渡本数が減少したことにより減収となった。



（８）自動車取得税 ２４億５，７２０万円（＋４億３，８３８万円 ＋２１．７％）

新車販売台数の増加、及び、エコカー減税の適用対象基準の見直しにより増収となった。

（９）ゴルフ場利用税 １２億７，０３１万円（＋１，４８８万円 ＋１．２％）

滞納繰越分が納入されたことにより、前年度を上回った。

（１０）個人事業税 １２億２，７４５万円（＋４６万円 ＋０．０％）

前年度と同程度であった。

（１１）県民税利子割 ９億５，１６８万円（△１億５，０７０万円 △１３．７％）

預貯金利子の減少により減収となった。

（１２）その他の税 ７，３６５万円（＋３６９万円 ＋５．３％）

鉱区税、狩猟税、産業廃棄物税ほか。


